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～改定版策定の背景～ 

 

2016 年 11 月に発効した国際的枠組みパリ協定では、温室効果ガスの排出を抑

制する削減取組(緩和策)と同時に、気候変動の脅威を低減するレジリエンス(強靭

性)の強化や脆弱性の減少を通じた適応策も進めることが求められています。 

このため、本県では、2018 年２月に策定した「あいち地球温暖化防止戦略 2030」

において、緩和策に加えて、「第５章 気候変動への影響の適応策」をまとめまし

た。 

その後、2018 年６月に「気候変動適応法」が公布され、同年 12 月に施行され

たことから、2019 年２月に、同章を同法第 12 条の規定に基づく「地域気候変動

適応計画」に位置づけました。2020 年７月には、当時の国の「気候変動適応計画

（2018 年 11 月策定）」を踏まえ、内容を大幅に見直し、同章を「愛知県気候変動

適応計画」（あいち地球温暖化防止戦略 2030 の別冊）として策定しました。 

2021 年 10 月に、国が「気候変動適応計画」を見直したことを踏まえ、この度、

「あいち地球温暖化防止戦略 2030」（本冊）の改定（2022 年 12 月）と合わせて、

「愛知県気候変動適応計画」も改定することとしました。今後は、新たな「愛知

県気候変動適応計画」に基づき、気候変動への適応策を推進していきます。 
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 １  適応策の必要性と 国内外の動き  
 

 

現在、 世界の平均気温は、 産業革命前と 比べて 1. 1℃上昇し 、 名古屋の平均気温

も こ の 100 年で 2. 20℃上昇し ていま す。 近年、 気温の上昇、 大雨の頻度の増加や、

農作物の品質低下、 動植物の分布域の変化、 熱中症リ ス ク の増加など 、 気候変動及

びその影響が全国各地で現れており 、 更に今後、 長期にわたり 拡大する おそれが指

摘さ れていま す。  

こ のため、 地球温暖化に対する 取組と し て、 温室効果ガス の排出の抑制等を 行う

「 緩和策」 だけではなく 、 既に現れている 影響や中長期的に避けら れない影響に対

する 「 適応策」 についても 進める こ と が求めら れていま す。  

 

（ １ ） 世界の動き  

パリ 協定（ 2016 年 11 月発効） では、「 気候変動への適応に関する 能力の向上並び

に気候変動に対する 強靱性の強化及び脆弱性の減少と いう 適応に関する 世界全体

の目標を定める 」 と 規定さ れていま す。  

ま た、 2018 年 10 月に気候変動に関する 政府間パネル（ I PCC） が作成し た「 1. 5℃

特別報告書」 でも 、「 地球温暖化を抑制すれば、 人間と 生態系が適応し 、 妥当なリ ス

ク の範囲内に留ま れる 余地も 広がる 」 と 報告さ れていま す。  

2021 年 8 月に示さ れた I PCCの第６ 次評価報告書（ 第１ 作業部会報告書） では、

1850～1900 年と 比べた 2081～2100 年の世界平均気温は、 今後、 最大排出量のシ

ナリ オ（ SSP5-8. 5） においては、 21 世紀末に気温が 3. 3～5. 7℃上昇し 、 21 世紀半

ばに実質 CO2 排出正味ゼロ と なる 最善シナリ オ（ SSP1-1. 9） でも 1. 0～1. 8℃上昇す

る 可能性がある と し ていま す。  

2022 年２ 月に示さ れた I PCCの第６ 次評価報告書（ 第２ 作業部会報告書） では、

「 人々及び自然に対する リ ス ク を低減し う る 、 実現可能で効果的な適応の選択肢が

存在する 。 適応策が気候リ ス ク を低減する 有効性は、 温暖化が進むと 効果が低下す

る 」 と 報告さ れていま す。  

 

（ ２ ） 日本の動き  

我が国においては、 2018 年６ 月に気候変動適応法が成立し 、 同年 11 月、 同法第

７ 条の規定に基づく 「 気候変動適応計画」 が閣議決定さ れま し た。 同計画は、 その

後、 2021 年 10 月に改定さ れま し た。  

計画では、 農林水産や水環境・ 水資源、 自然生態系、 自然災害、 健康など ７ つの

分野における 気候変動の影響の概要と 適応の基本的な施策が示さ れていま す。  

地方公共団体については、 関係部局の連携協力の下、 防災・ 国土強靱化に関する

施策、 農林水産業の振興に関する 施策、 生物の多様性の保全に関する 施策等、 関連

する 施策に積極的に気候変動適応を 組み込み、 各分野における 気候変動適応に関す

る 施策を推進する よ う 努める と し ていま す。  

2020 年から「 パリ 協定」 に基づく 各国の取組がス タ ート し ていま すが、 本県にお

いても 、 気候変動によ る 様々な影響が現れている と 考えら れ、 気候変動への適応に

関し 検討を 進めている と こ ろです。 気候変動の影響は、 気候、 地形、 文化など によ

り 異なり 、 適応策の実施に当たっては、 地域ごと の特徴を踏ま える こ と が不可欠で

ある こ と から 、 国における 取組だけでなく 本県においても 独自に取組を 推進し 、 安

全・ 安心で持続可能な社会を 構築し ていく 必要があり ま す。  
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２  本県における 気候の状況 
 

 

気象庁では、 気候変化と し て、 観測地点ごと の気温、 降水量、 真夏日の日数、 さ

く ら の開花日など の経年変化を 取り ま と めていま す。  

 

⑴平均気温の長期変化 

東海地方（ 岐阜県、 静岡県、 愛知県及び三重県） における 年平均気温の経年

変化には上昇傾向がみら れ、 1960 年前後の高温を除けば 1980 年代半ばま では

やや低温の時期と なっていて、 1980 年代後半から 高温傾向が続いていま す。  

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※ 東海地方の地方気象台・ 特別地域気象観測所（ 岐阜、 高山、 静岡、 浜松、 御前崎、 三島、    

石廊崎、 網代、 名古屋、 伊良湖、 津、 尾鷲、 上野、 四日市） で観測さ れた年平均気温偏差 

名古屋地方気象台（ 名古屋市） で観測さ れた年平均気温の経年変化には上昇

傾向がみら れ、 100 年当たり に換算し た場合、 2. 20℃上昇し ていま す。  

ま た、 伊良湖特別地域気象観測所（ 田原市） で観測さ れた年平均気温の経年

変化でも 上昇傾向がみら れ、 100 年当たり に換算し た場合、 1. 90℃上昇し てい

ま す。 こ の変化には、 地球温暖化に加えて、 都市化やその他の自然変動の影響

も 含ま れている と 考えら れま す。  

 

  

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

折れ線（ 黒） は、 1991－2020 年平均から の偏差を示す。  

折れ線（ 黒） 、 各年の平均気温を示す。  
折れ線（ 黒） は、 各年の平均気温を示す。  

出典： 気象庁 

出典： 気象庁 

出典： 気象庁 

図 東海地方の年平均気温偏差※の経年変化 

 

図 名古屋地方気象台（ 左） 及び伊良湖特別地域気象観測所（ 右） の 

年平均気温の経年変化 
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⑵降水量の長期変化 

東海地方における 年降水量の経年変化には、 変化傾向はみら れま せん。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

名古屋地方気象台及び伊良湖特別地域気象観測所で観測さ れた年降水量の

経年変化には、 変化傾向はみら れま せん。  

 

 

 

 

 

 

 
   

 

 

 

 

 

 

名古屋地方気象台及び伊良湖特別地域気象観測所で観測さ れた年間無降水日数

の経年変化には、 増加傾向がみら れま す。  

図 名古屋地方気象台（ 左） 及び伊良湖特別地域気象観測所（ 右） の 

   年間無降水日数の経年変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典： 気象庁 
棒グラ フは、 1991―2000 年平均に対する 比を示す。  

出典：  気象庁 

出典： 気象庁 
平年値： 1642. 1mm（ 1991－2020 年）  平年値： 1578. 9mm（ 1991－2020 年）  

出典： 気象庁 

ト レ ンド ＝6. 4( 日/10 年)  ト レ ンド ＝14. 6( 日/10 年)  

出典： 気象庁 出典： 気象庁 

図 東海地方の年降水量（ 平年比） の経年変化 

   図 名古屋地方気象台（ 左） 及び伊良湖特別地域気象観測所（ 右） の 

   年降水量の経年変化 
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名古屋地方気象台で観測さ れた年間日降水量 70mm 以上の日数及び年間日降水

量 50mm以上の日数の経年変化には、 変化傾向はみら れま せん。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 愛知県（ アメ ダス ） で観測さ れた１ 時間降水量 30mm 以上の年間発生回数には

統計的に有意な変化傾向は確認でき ま せん。なお、最近 10 年間（ 2012～2021 年）

の平均年間発生回数（ 約 1. 6 回） は、統計期間の最初の 10 年間（ 1979～1988 年）

の平均年間発生回数（ 約 1. 27 回） と 比べて約 1. 3 倍に増加し ていま す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑶真夏日、 熱帯夜、 冬日の日数の長期変化 

名古屋地方気象台で観測さ れた真夏日と 熱帯夜の年間日数の経年変化には

増加傾向が、 冬日の日数には減少傾向がみら れま す。  

伊良湖特別地域気象観測所で観測さ れた真夏日と 熱帯夜の年間日数の経年

変化には増加傾向が、 冬日の日数は減少傾向がみら れま す｡ 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

ト レ ンド ＝1. 3( 日/10 年)  
ト レ ンド ＝( 3. 7 日/10 年)  

名古屋の観測地点は 1923 年に移動し ている ため、 長期変化傾向

は 1924 年以降のデータ で評価し ている 。  

出典： 気象庁 出典： 気象庁 

図 名古屋地方気象台の年間日降水量

70mm以上の日数 
図 名古屋地方気象台の年間日降水量

50mm以上の日数 

出典： 気象庁 

出典： 気象庁 出典： 気象庁 

図 愛知県（ アメ ダス ） で観測

さ れた 1 時間降水量 30mm

以上の年間発生回数 

図 名古屋地方気象台（ 左） 及び伊良湖特別地域気象観測所（ 右） の 

真夏日日数の経年変化 
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⑷さ く ら の開花日と かえでの紅葉日の長期変化 

名古屋地方気象台の観測によ る さ く ら の開花は早ま る 傾向がみら れ、 10年

あたり 約1. 6日早く なっ ていま す。 ま た、 かえでの紅葉は遅く なる 傾向がみら

れ、 10年あたり 約2. 2日遅く なっ ていま す。  
   

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

    

  

ト レ ンド ＝2. 7( 日/10 年)  ト レ ンド ＝3. 6( 日/10 年)  

平年値： 3 月 24 日 

（ 1991～2020 年平均）  
（ 1991～2020 年平均）  

平年値： 11 月 28 日 

出典： 気象庁 出典： 気象庁 名古屋の観測地点は 1923 年に移動し ている ため、 長期変化傾向

は 1924 年以降のデータ で評価し ている 。  

出典： 気象庁 出典： 気象庁 

ト レ ンド ＝－6. 8( 日/10 年)  

名古屋の観測地点は 1923 年に移動し ている ため、 長期変化傾向

は 1924 年以降のデータ で評価し ている 。  
出典： 気象庁 出典： 気象庁 

ト レ ンド ＝-0. 8( 日/10 年)  

折れ線（ 黒） は 1991～2020 年平均から の各年の開花日の平年差を示す。  折れ線（ 黒） は 1991～2020 年平均から の各年の開花日の平年差を示す。  

図 名古屋地方気象台のさ く ら の開花日（ 左） 及びかえでの紅葉日

図 名古屋地方気象台（ 左） 及び伊良湖特別地域気象観測所（ 右） の 

熱帯夜日数の経年変化 

 

図 名古屋地方気象台（ 左） 及び伊良湖特別地域気象観測所（ 右） の 

冬日日数の経年変化 
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 ３  本県における 将来の気候の変化予測 
 

 

名古屋地方気象台では、 地球温暖化が進行し た場合の予測資料と し て「 愛知県

の 21 世紀末の気候」 を 取り ま と めていま す。  

 

⑴ 年平均気温の将来変化 

本県では、 最も 気候変動が進んだ場合（ RCP8. 5 シナリ オ） ※、 21 世紀末

（ 2076～2095 年を いう 。 以下同じ 。 ) には、 20 世紀末（ 1980 年～1999 年をい

う 。 以下同じ 。） よ り も 年平均気温が約４ ℃高く なる と 予測さ れていま す。  

※ 国連の「 気候変動に関する 政府間パネル（ I PCC）」 が 2013 年に公表し た第５ 次評価報

告書で採用し た 4 つの温室効果ガス 排出シナリ オの中で最も 排出量の多いシナリ オ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          

 

 

⑵降水量の将来変化 

本県では、 RCP8. 5シナリ オの場合、 21世紀末には、 20世紀末よ り も １ 時間降

水量50mm以上（ 滝のよ う に降る 雨） の発生回数と 無降水日数が増加する と 予

測さ れていま す。  

 
 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
出典： 気象庁 

４ ℃上昇シナリ オ 

（ RCP8. 5）  

６ （ ℃）  

 
 
 
 
３  

出典： 気象庁 

図 愛知県の１ 時間降水量 50mm以上の発生回数の将来気候における 変化 

図 愛知県の平均気温の将来気候における 変化 
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⑶真夏日、 猛暑日、 熱帯夜の将来変化 

本県では、RCP8. 5 シナリ オの場合、21 世紀末には、20 世紀末よ り も 真夏日、

夏日及び熱帯夜が年間 40 日以上増加し 、 猛暑日も 増加、 冬日は減少する と 予

測さ れていま す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

  

  

出典： 気象庁 

図 愛知県の年間階級別日数の将来気候における 変化 

 

図 愛知県の無降水日数の将来気候における 変化 

出典： 気象庁 
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４  適応策の推進方針 

 
気候変動の影響の内容や規模、 それに対する 脆弱性は、 影響を受ける 地域の気候

条件、 地理的条件、 社会経済的条件等の地域特性によ っ て大き く 異なり 、 早急に対

応を要する 分野等も 地域特性によ り 異なり ま す。  

 本県においても 、長期的な気温の上昇など の気候の変化が現れており 、I PCC第５

次評価報告書等に指摘さ れる と おり 、 今後も 上昇する おそれがあり ま す。  

こ のため、本県の気候変動適応推進方針を 定め、本方針に基づく 適応策を 推進し 、

県民の生命・ 財産を 将来にわたって守る と と も に、 経済・ 社会の持続可能な発展を

目指し ま す。  

  

愛知県気候変動適応推進方針 
  

① あら ゆる 施策に気候変動適応を組み込む 

  気候変動適応に関する 施策の推進には、 防災に関する 施策、 農

林水産業の振興に関する 施策、生物多様性の保全に関する 施策等、

関連する 施策と の緊密な連携が重要である こ と から 、 愛知県気候

変動適応計画に基づき 、 庁内連携体制を構築し 、 あら ゆる 施策に

気候変動適応の観点を組み込み、 適応策を推進し ていき ま す。  

 

② 地域の実情に応じ た適応策の推進 

  気候変動によ る 影響は、 地域特性によ って大き く 異なる こ と か

ら 、 愛知県気候変動適応センタ ーを核と し た気候変動影響及び気

候変動適応に関する 情報の収集、 整理、 分析及び情報提供を実施

し 、 市町村への技術的助言を行う と と も に、 気候変動適応中部広

域協議会への参画等を通じ て近隣県と の広域連携を図る など 、 地

域における 適応策を効果的に推進し ていき ま す。  

 

③ 県民、 事業者等の理解を深め、 各主体に応じ た適応策を促進 

気候変動は県民等の生活に大き く 影響を及ぼすこ と から 、 県民

の気候変動適応に関する 理解を醸成する と と も に、 事業者につい

ては、 気候変動リ ス ク への対応や気候変動を意識し た事業展開を

促すなど、 各主体によ る 適応策を促進し ていき ま す。  

 

④ 科学的知見に基づく 適応策の推進 

  気候変動は予測の変動の幅が大き く 不確実性を伴う こ と から 、

国立環境研究所等と の連携によ る 最新の科学的知見の収集に努

め、状況に応じ た柔軟な適応策の企画・ 立案を推進し ていき ま す。 
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５  こ れま で及び将来の気候変動影響と 適応策 
 

  

気候変動の影響によ る 被害を最小化ある いは未然に防ぐ ためには、 気候変動の

影響を受ける 各分野において、 計画的・ 効果的に適応策を 推進し ていく 必要があ

り ま す。本計画では、以下の方法によ り 、本県が重視すべき 気候変動影響の分野・

項目を選定し 、 それごと に適応策を記載し ていま す（ 一覧は P10～P27 に記載）。 

 

●気候変動影響 

気候変動によ る 影響については、 2020年に環境省が取り ま と めた「 気象変動

影響評価報告書」 を 踏ま え、 国の適応計画において整理さ れていま す。  

今回、 国の適応計画と 本県で把握し ている 情報を 基に、 本県における 気候変

動影響の整理及びその評価を実施する と と も に、 国と 同様、「 農業・ 林業・ 水産

業」、「 水環境・ 水資源」、「 自然生態系」、「 自然災害・ 沿岸域」、「 健康」、「 産業・

経済活動」 及び「 国民生活・ 都市生活」 の７ 分野から 、 本県が重点的に取り 組

む項目を 選定し ま し た。  

なお、 国が整理し た気候変動影響は多岐に渡っ ており 、 今回選定し た項目の

う ち、 現時点では本県において具体的な影響が確認さ れていないも のも あり ま

すが、 今後、 影響が生じ る 可能性を 考慮し て選定し ていま す。  

 

＜影響評価の実施方法＞ 

 国の適応計画で整理さ れている 項目について、「 地域気候変動適応計画策定マ

ニュ アル（ 環境省作成）」 に沿っ て、 関係局と 検討を行い評価。  

【 重大性】 ○： 特に大き い ◇：「 特に大き い」 と は言えない  

―： 現状では評価でき ない 

【 緊急性】 ○： 高い △： 中程度 □： 低い ―： 現状では評価でき ない 

【 確信度】 ○： 高い △： 中程度 □： 低い ―： 現状では評価でき ない 
 
＜項目の選定方法＞ 

本県の地域特性を 考慮し て気候変動への適応を 進めていく に当たって、 以下

の２ つの観点から 項目の選定を 実施。  

① 気候変動によ る 影響評価のう ち、「 重大性」、「 緊急性」、「 確信度」 が 

特に大き い、 ある いは高いと 評価し た項目 

② ①には該当し ないが本県の地域特性を 踏ま えて重要と 考えら れる 項目 
 
※ 国の重大性・ 緊急性・ 確信度の考え方は「 参考資料」 P45～P48 を参照 

 

 ●適応策 

適応策については、 こ れま でも 農作物の品種改良や豪雨対策など 、 気候変動

の影響に対する 取組を進めてき ま し たが、 将来予測さ れる 気候変動の影響に中

長期的に適応する ためには、 こ れま で以上に計画的・ 体系的に取組を 進めてい

く こ と が必要です。  

こ のため、 本計画では、 既に現れている 影響に対する 取組のほか、 現時点

では気候変動によ る 影響が確認でき ていない、 も し く は、 将来予測さ れる 影

響が不確定な項目に対する 取組についても 体系的に整理し ま し た。  
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気候変動の影響と 適応策一覧( 下線部について P28～41 に具体例を紹介)  

分類 県の評価 

こ れま での影響 分
野 

大
項
目 

小
項
目 

重

大

性 

緊

急

性 

確

信

度 

農
業
・
林
業
・
水
産
業 

農
業 

水
稲 

○ ○ ○ 

高温によ る 品質低下( 白未熟粒の発生等)

や高温年での収量の減少、 一部の害虫・ 病

害の増加と いっ た 影響が確認さ れて いま

す。  

协
花
き
含
む
卐 

野
菜 

◇ ○ △ 

高温によ る 生育障害や生理障害、 着果不

良、 品質の低下と いっ た影響が確認さ れて

いま す。  

果
樹 

○ ○ ○ 

高温によ る 着色不良や着色遅延、 果実の

日焼け、 生理落果と いっ た影響が報告さ れ

ていま す。  

飼
料
作
物
等 

麦
劣
大
豆
劣 

○ △ △ 

小麦類では、 暖冬によ る 茎立や出穂の早

期化と その後の春先の低温や晩霜によ る 凍

霜害の発生等が確認さ れていま す。  

畜
産 

○ △ △ 

高温によ る 乳用牛の乳量・ 乳成分・ 繁殖

成績の低下や肉用牛等の成育や肉質の低下

等が報告さ れていま す。  

病
害
虫
・
雑
草 

○ ○ ○ 

高温によ る 一部の病害虫の発生増加や分

布域が拡大し ており 、 気温上昇の影響が指

摘さ れていま す。  

農
業
生
産
基
盤 

○ ○ ○ 

集中豪雨によ る 農地の湛水被害や高温に

よ る 用水管理の変更等に伴う 水資源の利用

方法に影響が見ら れま す。  
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将来予測さ れる 影響 適応策 

気温上昇や降雨パタ ーン の変化によ

る 品質低下や収量の減少、害虫・ 病害の

増加、適地の変化と いっ た影響が予測さ

れていま す。  

・  気候変動に強く 、環境負荷を かけな

い栽培技術の開発・ 実証・ 導入を進め

る と と も に、高温耐性品種の開発や病

害虫防除体系の確立にも 取り 組みま

す。【 農業水産局】  

栽培時期の調整や品種選択を 適正に

行う こ と で、影響を 回避でき る 可能性は

ある も のの、さ ら なる 気候変動が、野菜

の計画的な生産・ 出荷を 困難にする 可能

性があり ま す。  

・  気候変動に強く 、環境負荷を かけな

い栽培技術の開発・ 実証・ 導入を進め

る と と も に、気候変動に対応し た品種

の開発にも 取り 組みま す。  

【 農業水産局】  高温によ る 生育障害の発生、栽培適地

の移動と いっ た影響が予測さ れていま

す。  

 小麦では暖冬によ る 茎立や出穂の早

期化と その後の春先の低温や晩霜によ

る 凍霜害リ ス ク の増加等が予測さ れて

いま す。  

・  気候変動に強く 、環境に負荷をかけ

ない栽培技術の開発・ 実証・ 導入を 進

めま す。【 農業水産局】  

 

気温の上昇によ る 家畜の生理や成長

への程度が大き く なる と と も に、影響を

受ける 地域が拡大する こ と が予測さ れ

ていま す。  

・  気候変動に強く 、環境に負荷をかけ

ない飼養技術を 開発する と と も に、十

分な効果が得ら れない場合は、今後新

規ま たは追加的な施策を 検討し てい

き ま す。【 農業水産局】  

病害虫の発生増加や分布域の拡大に

よ る 農作物への被害が拡大する 可能性

が指摘さ れていま す。  

・  病害虫の発生状況を 調査し 、その発

生動向を 予測し て病害虫発生予察情

報を 作成する と と も に、適期防除を 推

進し ていき ま す。  

ま た、気候変動に強く 、環境に負荷

をかけない栽培技術の開発・ 実証・ 導

入を 進めま す。【 農業水産局】  

極端現象（ 多雨・ 渇水） の増大等によ

り 、農地の湛水被害のリ ス ク の増加や用

水管理の変更等に伴う 水資源の不足等

の影響が予想さ れていま す。  

・  排水機場や排水路等の整備と いっ

た農村地域の防災・ 減災対策に取り 組

みま す。  

ま た、用水路のパイ プラ イ ン化等を

図る と と も に、営農状況を踏ま えた水

利計画の策定を 関係機関と 調整し て

いき ま す。【 農林基盤局】  
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分類 県の評価 

こ れま での影響 分
野 

大
項
目 

小
項
目 

重

大

性 

緊

急

性 

確

信

度 

農
業
・
林
業
・
水
産
業 

林
業 

协
人
工
林
等
卐 

木
材
生
産 

○ ○ △ 

一部の地域で気温上昇と 降水パタ ーンの

変化によ って、 大気の乾燥化によ る 水ス ト

レ ス が増大する こ と によ り 、 ス ギ林が衰退

し ている と いう 報告があり ま す。  

病
害
虫 

― ― ― 

気温上昇や降水量の減少によ り 、 病害虫

の被害地域が拡大し ている 可能性が報告さ

れていま す。  

 
(

き
の
こ
類)

 

 

特
用
林
産
物 

○ ○ △ 

気温の上昇によ る 病原菌の発生やし いた

けの子実体（ き のこ ） の発生量の減少等と

の関係を 指摘する 報告があり ま す。  

ヒ ポク レ ア属菌がシイ タ ケ原木栽培の生

産地で被害を 与える よ う になっ てき たこ と

が報告さ れていま す。  

水
産
業 

 
(

海
面
漁
業)

 
 

回
遊
性
魚
介
類 

○ ○ △ 

 高水温が要因と さ れる 分布・ 回遊域の変

化が、 ブリ 、 サワ ラ 等で報告さ れ、 漁獲量

が減少し た地域も ある と の結果が報告さ れ

ていま す。  

(

海
面
養
殖
業)

増
養
殖
業 

○ ○ △ 

養殖ノ リ については、 秋季の高水温によ

り 養殖開始時期の遅れや、 育苗期のノ リ 葉

体の障害発生や脱落と いっ た影響が確認さ

れ、生産量が減少し ている 事例があり ま す。 

水
環
境
・
水
資
源 

水
環
境 

・
ダ
ム
湖

湖
沼 

○ △ △ 

 各地域で水温上昇が確認さ れ、 水温の上

昇に伴う 水質の変化が指摘さ れていま す。  

  

河
川 

◇ △ □ 

閉
鎖
性
海
域

沿
岸
域
及
び 

◇ △ △ 
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将来予測さ れる 影響 適応策 

降水量の少ない地域でス ギ人工林の

脆弱性が増加する 可能性が報告さ れて

いま す。  

・  林野庁や国の研究機関の動向を 注

視する と と も に、気温上昇が及ぼす生

育環境への影響等について情報収集

に取り 組みま す。【 農林基盤局】  

気温の上昇等によ り 、病害虫の危険度

が増加し 被害地域等の拡大が懸念さ れ

ていま す。  

・  森林の保全を 図る ため森林病害虫

の被害防止対策を 実施し ていき ま す。

【 農林基盤局】  

し いたけ原木栽培への影響について

は、その根拠は明ら かになっていないな

ど の状況にある こ と から 、正確な予測の

ためさ ら に研究を 進めていく 必要があ

る と 指摘さ れていま す。  

原木栽培のシイ タ ケ の害虫の出現時

期の早ま り 等が予測さ れていま す。  

・  気候変動に強く 、環境に負荷をかけ

ない栽培技術の情報収集等に取り 組

みま す。 【 農林基盤局】  

回遊域の変化や体のサイ ズの変化に

関する 影響予測が数多く 報告さ れてい

ま す。  

・  漁場環境における 資源への影響調

査を 実施し ていき ま す。【 農業水産局】 

海水温の上昇によ る さ ら なる ノ リ の

養殖期間の短縮、生産量の減少が懸念さ

れていま す。  

・  高水温耐性と 高い品質を 兼ね備え

たノ リ 品種の開発に取り 組みま す。

【 農業水産局】  

河川については、水温の上昇によ る 溶

存酸素の低下、溶存酸素消費を 伴っ た微

生物によ る 有機物分解反応や硝化反応

の促進、藻類の増加によ る 異臭味の増加

等が予測さ れていま す。  

・  水質調査の常時監視を 行う と と も

に、気候変動に伴う 変化の検討のため

のデータ 蓄積を 行っていき ま す。  

【 環境局】  

・  段階的な高度下水処理施設の整備

や計画的な合流改善対策に取り 組み

ま す。【 建設局】  
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分類 県の評価 

こ れま での影響 分
野 

大
項
目 

小
項
目 

重

大

性 

緊

急

性 

確

信

度 

水
環
境
・
水
資
源 

水
資
源 

(

地
表
水) 

水
供
給 

○ ○ ○ 局地的豪雨や総雨量が数百 mmから 千 mm

を 超える よ う な大雨が発生する 一方で、 年

間の降水の日数は逆に減少し ており 、 たび

た び取水が制限さ れる 渇水が生じ て いま

す。  

水需要に関し て、 農業分野では、 高温障

害への対応と し て田植え時期や用水時期の

変更、 掛け流し 灌漑の実施等に伴う 増加が

報告さ れていま す。  

(

地
下
水)

 

水
供
給 

○ △ △ 

水
需
要 

◇ △ △ 

自
然
生
態
系 

陸
域
生
態
系 

自
然
林 

二
次
林
・ 

○ ○ ○ 

気候変動に伴う 分布適域の移動や拡大の
現状について、 現時点で確認さ れた研究事
例は限定的と なっていま す。  

気温上昇の影響によ っ て、 落葉広葉樹が
常緑広葉樹に置き 換わっ た可能性が高いと
考えら れている 箇所が複数地域で確認さ れ
ていま す。 樹木の肥大成長で、 早材成長の
急速化が報告さ れている 樹種があり ま す。  

山
生
態
系 

里
地
・
里 

◇ ○ □ 
 現時点で網羅的な 研究事例は限定的と

なっ ていま す。  

人
工
林 

○ ○ △ 

 一部の地域で、 気温上昇と 降水の時空間
分布の変化によ る 水ス ト レ ス の増大によ
り 、 ス ギ林が衰退し ている と いう 報告があ
り ま す。  

野
生
鳥
獣
の
影
響 

○ ○ □ 

日本全国でニ ホ ン ジ カ 等の分布が拡大

し 、 農林業や生態系に被害を与えている こ

と が確認さ れていま すが、 ニホンジカの増

加は狩猟によ る 捕獲圧の低下、 土地利用の

変化、 積雪深の減少など 、 複合的な要因が

指摘さ れていま す。  

物
質
収
支 

○ △ △ 

降水の時空間分布の変化傾向が、 森林の

水収支や土砂動態に影響を 与えている 可能

性があり ま す。  
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将来予測さ れる 影響 適応策 

渇水が頻発化、 長期化、 深刻化し 、 さ

ら なる 渇水被害が発生する こ と が懸念

さ れていま す。  

 

・  安定的な水供給を 図る ための水資
源の確保及び基幹的な水利施設の改
築等を 実施し ていき ま す。【 保健医療
局・ 農林基盤局・ 建設局・ 企業庁】  

・  水源地域森林の水源かん養機能の
維持増進を 図る ための水源林対策事
業への支援を実施し ていき ま す。  
【 農林基盤局・ 建設局】  

・  用水路のパイ プラ イ ン 化や老朽化
し た農業水利施設の整備・ 更新（ 修繕
を含む） を 実施し ていき ま す。  
【 農林基盤局】  

・  下水処理水・ 貯留雨水の利用を促進
し ていき ま す。【 建設局】  

冷温帯林の構成種の多く は、分布適域

がよ り 高緯度、高標高域へ移動し 、分布

適域の減少が予測さ れている 一方、暖温

帯林の構成種の多く は、分布適域が高緯

度、高標高域へ移動し 、分布適域の拡大

が予測さ れていま す。  

・  地域固有の生態系や希少種の分布

の変化を 的確に把握する ためのモニ

タ リ ングを 実施し ていき ま す。  

国定公園等の適切な管理を 実施し

ていき ま す。  

野生鳥獣の個体群管理や外来種の

防除等に取り 組みま す。  

生態系ネッ ト ワ ーク 形成の推進に

取り 組みま す。【 環境局】  

標高が低い山間部や日本西南部では、

アカシデ、イ ヌ シデなど の里山を構成す

る 二次林種の分布適域が縮小する 可能

性があり ま す。  

現在よ り 年平均気温が３ ℃上昇する

と 、年間の蒸散量が増加し 、特に降水量

が少ない地域で、ス ギ人工林の脆弱性が

増加する こ と が予測さ れていま す。  

 気温の上昇や積雪期間の短縮によ っ

て、ニホンジカなど の野生鳥獣の生息域

拡大のみなら ず、人や生態系への被害の

拡大も 懸念さ れていま す。  

・  山間部に生息する ニホンジカ等、 農
林業や生態系に影響を及ぼす野生生物
の捕獲強化や狩猟を 促進する と と も
に、 防護柵設置や森林環境改善等の野
生鳥獣被害防止対策に取り 組みま す。  

絶滅が危惧さ れる 野生生物の保護
に取り 組みま す。  

野生鳥獣の個体群管理や外来種の
防除等に取り 組みま す。【 環境局・ 農
林基盤局】  

森林土壌の含水量低下や表層土壌の
乾燥化が進行し 、細粒土砂の流出と 濁度
回復の長期化、降雨開始から 河川等への
流出ま での短期化を も たら す可能性が
あり ま す。  

・  地域固有の生態系や希少種の分布

の変化を 的確に把握する ためのモニ

タ リ ングを 実施し ていき ま す。  

【 環境局】  
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分類 県の評価 

こ れま での影響 分
野 

大
項
目 

小
項
目 

重

大

性 

緊

急

性 

確

信

度 

自
然
生
態
系 

淡
水
生
態
系 

湖
沼 

○ △ □ 

湖沼生態系は温暖化のみの影響を 検出

し にく い状況にあり 、直接的に温暖化影響

を 明ら かにし た研究は限ら れていま す。  

全国の湖沼における 水草の種構成が変

化し ており 、気温及び降水パタ ーンの変動

が影響し ている と の報告があり ま す。  

河
川 

○ △ □ 

取水や流量調節が行われて いる た め気

候変動によ る 河川の生態系への影響を 検

出し にく く 、現時点で気候変動の直接的影

響を 捉え た研究成果は確認でき ていま せ

んが、気候変動に伴う 水温等の変化に起因

する 可能性があ る 事象についての報告が

あり ま す。  

湿
原 

○ △ □ 

一部の湿原で、気候変動によ る 降水量の

減少や湿度低下が乾燥化を も たら し た可

能性が指摘さ れていま す。  

沿
岸
生
態
系 

温
帯
・
亜
寒
帯 

○ ○ △ 

日本沿岸の各所において、海水温の上昇

に伴い、低温性の種から 高温性の種への遷

移が進行し て いる こ と が確認さ れていま

す。 海洋酸性化の進行、 溶存酸素の低下傾

向が確認さ れていま す。  

生
物
季
節 

― ◇ ○ ○ 

植物の開花の早ま り や動物の初鳴き の

早ま り など 、動植物の生物季節の変動につ

いて多数の報告が確認さ れていま す。  

分
布
・
個
体
群

の
変
動 ― ○ ○ ○ 

 分布の北限が高緯度に広がる など 、気候

変動によ る 気温の上昇の影響と 考え れば

説明が可能な分布域の変化、ラ イ フ サイ ク

ル等の変化の事例が確認さ れていま す。  
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将来予測さ れる 影響 適応策 

富栄養化が進行し ている 深い湖沼で
は、水温の上昇によ る 湖沼の鉛直循環の
停止・ 貧酸素化と 、こ れに伴う 貝類等の
底生生物への影響や富栄養化が懸念さ
れていま す。水温上昇によ る アオコ を 形
成する 植物プラ ンク ト ンの増加と 、それ
に伴う 水質の悪化や、水生植物の発芽後
の初期成長への悪影響等が予測さ れて
いま す。  

・  地域固有の生態系や希少種の分布

の変化を 的確に把握する ためのモニ

タ リ ン グ の実施や外来種の防除等に

取り 組みま す。  

 水質調査の常時監視を 行う と と も

に、気候変動に伴う 変化の検討のため

のデータ 蓄積を 行っていき ま す。  

【 環境局】  

最高水温が現状よ り ３ ℃上昇する と 、

冷水魚が生息可能な河川が分布する 国

土面積が現在と 比較し て減少する こ と

が予測さ れていま す。  

ま た、 大規模な洪水の頻度増加によ

る 、濁度成分の河床環境への影響、及び

それに伴う 魚類、底生動物、付着藻類等

への影響が想定さ れていま す。  

気候変動に起因する 流域負荷（ 土砂や

栄養塩）に伴う 低層湿原における 湿地性

草本群落から 木本群落への遷移等が想

定さ れていま す。  

海水温の上昇に伴い、例えばエゾ バフ

ン ウ ニから キ タ ム ラ サキウ ニへと いっ

たよ り 高温性の種への移行が想定さ れ、

それに伴い生態系全体に影響が及ぶ可

能性があり ま す。水温の上昇や植食性魚

類の分布北上に伴う 藻場生態系の劣化

が予測さ れていま す。  

・  地域固有の生態系や希少種の分布

の変化を 的確に把握する ためのモニ

タ リ ングを 実施する と と も に、野生鳥

獣の個体群管理や外来種の防除等に

取り 組みま す。【 環境局】  

 ソ メ イ ヨ シノ の開花日の早期化など 、

様々な種への影響が予測さ れていま す。 

 ま た、個々の種が受ける 影響にと ど ま

ら ず、種間の様々な相互作用への影響が

予想さ れていま す。  

・  地域固有の生態系や希少種の分布

の変化を 的確に把握する ためのモニ

タ リ ングを 実施し ていき ま す。  

【 環境局】  

 種の移動・ 局地的な消滅によ る 種間相

互作用が崩れる 可能性や外来種の分布

拡大が予測さ れていま す。  

・  地域固有の生態系や希少種の分布

の変化を 的確に把握する ためのモニ

タ リ ングを 実施する と と も に、野生鳥

獣の個体群管理や外来種の防除等に

取り 組みま す。【 環境局】  
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分類 県の評価 

こ れま での影響 分
野 

大
項
目 

小
項
目 

重

大

性 

緊

急

性 

確

信

度 

自
然
災
害
・
沿
岸
域 

河
川 

洪
水 

○ ○ ○ 

局地的豪雨や総雨量が数百 mmから 千 mm

を 超える よ う な大雨が発生し 、全国各地で

毎年のよ う に甚大な水害が発生し ていま

す。  

水害被害額に占める 内水氾濫によ る 被

害額の割合は、全国では 40％であり 大都市

を 抱える 愛知県ではそれを 上回る 割合と

なっていま す。  
内
水 

○ ○ ○ 

沿
岸 

の
上
昇 

海
面
水
位 

○ △ ○ 

日本沿岸の海面水位は、 1993 年～2019
年の期間では上昇傾向にあっ たこ と が、潮
位観測記録の解析結果よ り 報告さ れてい
ま す。  

高
波
・
高
潮 

○ ○ ○ 

こ れま での台風の発生状況から 、 発生
数、 日本への接近数、 上陸数と も に長期的
に明瞭な変化は見ら れないが、2018 年には
台風第 21 号に伴い大阪湾で既往最高潮位
を 記録する など 、高潮によ って浸水被害が
発生し ていま す。  

高潮については、 極端な高潮位の発生
が、1970 年以降全世界的に増加し ている 可
能性が高いこ と が指摘さ れていま す。  

浸
食

海
岸 

○ △ ○ 
気候変動によ る 海面上昇が海岸浸食へ

ど の程度影響する か、現時点では確認でき
ていま せん。  

山
地
协
土
砂
災
害
卐 

土
石
流
・
地
す
べ
り
等 

○ ○ ○ 
近年、 全国各地で土砂災害が頻発し 、 甚

大な被害が発生し ていま す。  
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将来予測さ れる 影響 適応策 

今後さ ら にこ れら の影響が増大する

こ と が予測さ れており 、施設の能力を 上

回る 外力（ 災害の原因と なる 豪雨等の自

然現象） によ り 、水害の頻発や極めて大

規模な水害の発生が懸念さ れていま す。 

・  避難指示等に係る 市町村への助言、
避難に関する 意識啓発等を 実施し て
いき ま す。【 防災安全局】  

・  災害廃棄物処理体制の構築を 推進
し ていき ま す。【 環境局】  

・  排水機場、排水路、ため池等の整備
など 農村地域の防災・ 減災対策や老朽
化し た農業水利施設の整備・ 更新（ 修
繕を 含む） を実施し ていき ま す。  
【 農林基盤局】  

・  水災害における 被害の軽減のため、
ソ フ ト ・ ハード 一体と なった総合的な
対策を 実施し ていき ま す。【 建設局】  

RCP8.5シナリ オを用いた予測では、21世紀末
には海面水位の上昇は0.51～0.92mの範囲とな
る可能性が高いとされており 、 温室効果ガスの
排出を抑えた場合でも一定の海面上昇は免れな
いと指摘されています。  

・  避難指示等に係る 市町村への助言、

避難に関する 意識啓発等を 実施し て

いき ま す。【 防災安全局】  

・  災害廃棄物処理体制の構築を 推進

し ていき ま す。【 環境局】  

・  海岸保全施設、排水機場や排水路等

の整備など 農村地域の防災・ 減災対策

や老朽化し た農業水利施設の整備・ 更

新（ 修繕を 含む）を 実施し ていき ま す。 

 【 農林基盤局】  

・  気候変動が及ぼす影響について情

報を 収集し 、必要に応じ て高潮・ 高波

対策を 検討し ていき ま す。【 建設局】  

気候変動によ り 海面水位が上昇する

可能性が高く 、 それによ り 高潮の浸水

リ ス ク は高ま り ま す。  

気候変動によ り 海面上昇が生じ れば、
単純な水没に加え、砕波点が陸側に近づ
き 波力が増大する ため、砂浜の侵食の進
行が加速さ れる 可能性があり ま す。  

短時間強雨や大雨の増加に伴い、土砂

災害の発生頻度が増加する ほか、突発的

で局所的な大雨に伴う 警戒避難のため

のリ ード タ イ ム が短い土砂災害の増加

が懸念さ れていま す。  

・  避難指示等に係る 市町村への助言、
避難に関する 意識啓発等を 実施し て

いき ま す。【 防災安全局】  
・  公益的機能を 発揮さ せる 上で特に

重要な森林の保安林指定を 推進し て
いき ま す。  

  森林や山間集落等を 山地災害から
守る 治山施設整備を 実施し ていき ま

す。【 農林基盤局】  
・  がけ地近接等危険住宅移転事業等

の実施によ る 建築物の敷地について
の安全対策を推進し ていき ま す。  

土砂災害防止のため、ソ フ ト ・ ハー
ド 一体と なっ た対策を 実施し ていき

ま す。【 建設局・ 建築局】  
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分類 県の評価 

こ れま での影響 分
野 

大
項
目 

小
項
目 

重

大

性 

緊

急

性 

確

信

度 

自
然
災
害
・
沿
岸
域 

そ
の
他 

強
風
等 

○ ○ △ 

具体的に言及し た研究事例は現時点で

確認でき ていま せんが、気候変動が台風の

最大強度の空間位置の変化や進行方向の

変化に影響を 与え ている と する 報告も み

ら れま す。  

健
康 

暑
熱 

死
亡
リ
ス
ク 

○ ○ ○ 

日本全国で気温の上昇によ る 超過死亡

（ 直接・ 間接を 問わずある 疾患によ り 総死

亡がど の程度増加し たかを示す指標） の増

加傾向が確認さ れていま す。  

熱
中
症 

○ ○ ○ 

 気候変動の影響と は言い切れないも の

の、熱中症搬送者数の増加が全国各地で報

告さ れていま す。  

 熱中症によ る 救急搬送人員、医療機関受

診者数・ 熱中症死亡者数の全国的な増加が

確認さ れていま す。  

感
染
症 

感
染
症 

水
系
・
食
品
媒
介
性 

◇ △ △ 

気温の上昇に伴い、発生リ ス ク の変化が

起き る 可能性はある も のの、現時点で研究

事例は限ら れていま す。  

海水表面温度の上昇によ り 、夏季に海産

魚介類に付着する 腸炎ビ ブリ オ菌数が増

加する 傾向が日本各地で報告さ れていま

す。  

感
染
症 

節
足
動
物
媒
介 

○ ○ △ 

デング熱等の感染症を 媒介する 蚊（ ヒ ト

ス ジシマカ） の生息域が関東地方北部から

東北地方北部ま で拡大し ている こ と が確

認さ れていま す。  

ダニ 等によ り 媒介さ れる 感染症につい

ても 全国的な 報告件数の増加や発生地域

の拡大が確認さ れていま す。  

感
染
症 

そ
の
他
の 

◇ □ □ 

気温の上昇に伴い、発生リ ス ク の変化が

起き る 可能性はある も のの、現時点で研究

事例は限ら れていま す。  
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将来予測さ れる 影響 適応策 

日本全域で 21 世紀末には３ ～５ 月を

中心に竜巻発生好適条件の出現頻度が

高ま る こ と が予測さ れていま す。  

・  気象台から 発表さ れる 竜巻注意情

報を 受けて、非常配備体制を と る と と

も に防災関係機関と 協力し て被害情

報及び対応状況の把握・ 公表等を実施

し ていき ま す。【 防災安全局】  

気温上昇によ り 心血管疾患によ る 死

亡者数の増加、暑熱によ る 高齢者の死亡

者数の増加が予測さ れていま す。  

・  web ページによ る 保健、 医療面での

熱中症の注意喚起や熱中症によ る 救

急搬送状況の公表など 、熱中症予防の

ための普及啓発を 実施し ていき ま す。 

【 防災安全局・ 保健医療局】  

 

・  各学校等に配付し ている「 あいちの

学校安全マニュ アル」を 引き 続き 教育

委員会保健体育課の web ページに掲

載し 、熱中症事故防止に関する 注意喚

起を 実施し ていき ま す。【 教育委員会】 

屋外労働に対し て安全ではない日数

が増加する こ と が予測さ れていま す。  

大雨によ っ て飲料水源に下水が流入

する こ と によ り 消化器疾患が発生する

可能性が予測さ れていま す。  

・  国内患者発生時における 積極的疫

学調査を実施し ていき ま す。  

推定感染地の検討、蚊の駆除（ 市町

村が実施） 等を 実施し ていき ま す。  

気温の上昇と 発生リ ス ク の変化の

関係等についての科学的知見の集積

を行いま す。【 感染症対策局】  

 気温の上昇や降水の時空間分布の変

化は、感染症を 媒介する 節足動物の分布

可能域を変化さ せ、節足動物媒介感染症

のリ ス ク を 増加さ せる 可能性があり ま

す。  

・  国内患者発生時における 積極的疫

学調査を実施し ていき ま す。  

推定感染地の検討、蚊の駆除（ 市町

村が実施） 等を 実施し ていき ま す。  

【 感染症対策局】  

気温の上昇に伴い、発生リ ス ク が高ま

る 可能性に備え、引き 続き 気候変動によ

る 影響を注視する 必要があり ま す。  

・  国内患者発生時における 積極的疫

学調査を実施し ていき ま す。  

【 感染症対策局】  

  



22 

 

 

分類 県の評価 

こ れま での影響 分
野 

大
項
目 

小
項
目 

重

大

性 

緊

急

性 

確

信

度 

健
康 

そ
の
他 

の
複
合
影
響 

温
暖
化
と
大
気
汚
染 

― ― ― 

気温上昇によ る 生成反応の促進等に

よ り 、 粒子状物質を 含む様々な汚染物質

の濃度が変化し て いる こ と が報告さ れ

ていま す。  

 

産
業
・
経
済
活
動 

エ
ネ
ル
ギ
勖 

エ
ネ
ル
ギ
勖
需
給 

◇ □ △ 

極端現象（ 大雨や猛暑日等） の頻度や

強度の増加、 長期的な海面上昇によ る エ

ネ ルギ ーイ ン フ ラ への影響被害に関す

る 研究事例が少なく 、 こ れら の影響に関

し てコ ンセンサス は得ら れていま せん。  

猛暑によ り 事前の想定を 上回る 電力

需要を 記録し た報告がみら れま す。  

強い台風等によ り エネルギ ー供給イ

ン フ ラ が被害を 受けエネルギ ーの供給

が停止し た報告がみら れま す。  
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将来予測さ れる 影響 適応策 

都市部での気温上昇によ る オキ シダン

ト 濃度上昇に伴う 健康被害の増加が想定

さ れる も のの、 今後の大気汚染レ ベルに

よ っ ても 大き く 左右さ れ、予測が容易では

ないと さ れていま す。  

 

・  大気汚染防止法に基づき 、県内の大

気環境の常時監視を 行い、 環境基準

の達成状況等を 把握し 、 その結果を

公表し ていき ま す（ 名古屋市、 豊橋

市、 岡崎市及び豊田市は各々の市で

測定）。 あわせて、 有害大気汚染物質

等モニタ リ ン グ 、 微小粒子状物質成

分分析等の 調査を 実施し て い き ま

す。【 環境局】  

極端現象（ 大雨や猛暑日等） の頻度や強

度の増加のリ ス ク に備え、引き 続き 気候変

動によ る 影響を 注視する 必要があり ま す。 

気候変動によ る エネルギー需給への将

来影響を 定量的に評価し ている 研究事例

は一定程度あり ま すが、現時点の知見から

は、地域的にエネルギー需給量の増減があ

る も のの、総じ てエネルギー需給への影響

は大き いと は言えま せん。  

・  停電や通信障害が広域的に発生す

る 事態に備え、 県や市町村によ る 倒

木の伐採・ 除去や道路啓開作業等の

支援など 、 電力事業者、 通信事業者、

建設業団体、自衛隊等関係機関と 、早

期復旧のための協力体制の整備を 推

進し ていき ま す。【 防災安全局・ 建設

局】  

・  電力やガス 等の設備について、浸水

する 可能性があ る 主要な供給施設に

は、 水密扉や防水壁など を 設置する

ほか、 施設の嵩上げや水の浸入箇所

の閉鎖など の対策を 実施し 、 浸水時

に異常が発生する 可能性があ る 施設

については、 計画的な取り 替えを 促

進し ていき ま す。【 防災安全局】  

・  日照時間が長く 、住宅用太陽光発電

施設の設置件数が全国１ 位である 本

県の特色を 活かし 、 自然災害時にお

ける 自立的な電源の確保にも 資する

再生可能エネルギーの利用や V2H、

EV・ PHV・ FCV の導入を 促進し ていき

ま す。【 環境局】  

・  新エネルギー関連産業の振興、育成

の方策について協議し 、 こ れを 推進

し ていき ま す。  

・ 産学行政連携のも と 、水素エネルギー

を 巡る 諸状況について情報共有し 、

水素エネルギー社会の形成に向けた

気運を 醸成する と と も に、 水素エネ

ルギーを 利活用し たプロ ジェ ク ト を

立案・ 推進し ていき ま す。  

【 経済産業局】  
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分類 県の評価 

こ れま での影響 分
野 

大
項
目 

小
項
目 

重

大

性 

緊

急

性 

確

信

度 

産
業
・
経
済
活
動 

観
光
業 

自
然
資
源
を
活
用
し
た
レ
ジ
勐
勖
等 

○ △ ○ 

 気候変動の影響は風水害によ る 旅行者

への影響など 、 観光分野においても 生じ る

おそれがあり ま す。  

 気温上昇、 降雨量の変化、 海面水位の上

昇は、 自然資源を 活用し たレ ジャ ーへ影響

を 及ぼす可能性があり ま すが、 現時点で研

究事例は限定的にし か確認でき ていま せ

ん。  

国
民
生
活
・
都
市
生
活 

都
市
イ
ン
フ
ラ
劣
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン 

水
道
劣
交
通
等 

○ ○ ○ 

近年、 各地で、 記録的な豪雨によ る 地下

浸水、停電、地下鉄への影響、渇水や洪水、

水質の悪化等によ る 水道イ ン フ ラ への影

響、 豪雨や台風によ る 切土斜面への影響等

が確認さ れていま す。  

大雨によ る 交通網の寸断やそれに伴う

孤立集落の発生、 電気・ ガス ・ 水道等のラ

イ フ ラ イ ンの寸断が報告さ れていま す。  

雷・ 台風・ 暴風雨など の異常気象によ る

発電施設の稼働停止や浄水施設の冠水、 廃

棄物処理施設の浸水等の被害、渇水・ 洪水、

濁水や高潮の影響によ る 取水制限や断水

の発生、 高波によ る 道路の交通障害等が報

告さ れていま す。  
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将来予測さ れる 影響 適応策 

本県を 訪れる 外国人旅行者は年々増加

傾向にある こ と から 、台風、洪水など の自

然災害時において、情報提供等の支援が不

足する おそれがあり ま す。  

自然生態系の変化が予測さ れており 、登

山やダイ ビ ン グ 等のアウ ト ド アレ ジャ ー

にも 影響を 及ぼす可能性があり ま す。  

ス キー場において積雪深が減少する と

予測さ れていま す。  

海面水位の上昇によ り 砂浜が減少する

こ と で、海岸部のレ ジャ ーに影響を 与える

と 予測さ れていま す。  

・  本県公式観光ウ ェ ブサイ ト を活用

し た 災害時におけ る 訪日外国人旅

行者向け 安全確保策の周知、 イ ン

タ ーネ ッ ト な ど によ る 外国語対応

が可能な病院・ 診療所の情報提供、

災害時の情報発信、 愛知県多言語

コ ールセン タ ーによ る 災害時の情

報提供を実施し ていき ま す。  

【 観光コ ンベンショ ン局】  

 気候変動によ る 短時間強雨や渇水の頻

度の増加、強い台風の増加等が進めば、イ

ンフ ラ・ ラ イ フ ラ イ ン 等に影響が及ぶ機会

の拡大が懸念さ れていま す。  

 気象災害に伴っ て廃棄物の適正処理に

影響が生じ る こ と 、洪水氾濫によ り 水害廃

棄物が発生する こ と や都市ガス の供給に

支障が生じ る こ と も 予測さ れていま す。  

 交通イ ンフ ラ に関し て、国内で道路、港

湾のメ ンテナンス 、改修、復旧に必要な費

用が増加する こ と が予測さ れていま す。  

 水道イ ンフ ラ に関し て、河川の微細浮遊

土砂の増加によ り 、水質管理に影響が生じ

る こ と が予測さ れていま す。  

電力イ ンフ ラ に関し ては、台風や海面水

位の上昇、高潮・ 高波によ る 発電施設への

直接的被害や、冷却水と し て利用する 海水

温が上昇する こ と によ る 発電力の低下、融

雪出水時期の変化等によ る 水力発電への

影響が予測さ れていま す。  

 

  

  

・  災害情報シス テム や通信手段が途

絶える こ と のないよ う 、 情報通信機

能の脆弱性評価を 行い、 耐災害性の

強化、 高度化を推進し ていき ま す。  

【 防災安全局】  

・  一般廃棄物処理施設の防災対策を

促進し ていき ま す。【 環境局】  

・  緊急輸送道路等の防災対策、無電柱

化を推進し ていき ま す。【 建設局】  

・  水道の強靭化に向け、緊急時等対応

施設の整備や管路更新を 実施し てい

き ま す。【 企業庁】  

・  災害が発生し た場合においても 安

全で 円滑な 道路交通を 確保する た

め、交通管制センタ ー、交通監視カメ

ラ 、車両感知器、交通情報板等の交通

安全施設の 整備を 推進する と と も

に、 通行止め等の交通規制を 迅速か

つ効果的に実施し ていき ま す。  

災害発生時の停電によ る 信号機の

機能停止を 防止する 信号機電源付加

装置の整備を 推進し ていき ま す。  

【 警察本部】  
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分類 県の評価 

こ れま での影響 分
野 

大
項
目 

小
項
目 

重

大

性 

緊

急

性 

確

信

度 

国
民
生
活
・
都
市
生
活 

そ
の
他 

暑
熱
に
よ
る
生
活
へ
の
影
響
等 

○ ○ ○ 

都市の気温上昇は既に顕在化し て お

り 、 熱中症リ ス ク の増大や快適性の損失

など 都市生活に大き な影響を 及ぼし てい

ま す。  

大都市においては気候変動によ る 気温

上昇にヒ ート アイ ラ ン ド の進行によ る 気

温上昇が重なっ ている こ と が確認さ れて

いま す。  

大都市におけ る 気温上昇の影響と し

て、 特に人々が感じ る 熱ス ト レ ス の増大

が指摘さ れていま す。  
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将来予測さ れる 影響 適応策 

都市化によ る ヒ ート ア イ ラ ン ド 現象

に一層の拍車がかかる こ と で、 都市域で

はよ り 深刻な 気温上昇が懸念さ れて い

ま す。  

熱ス ト レ ス が増加する こ と で労働生

産性が低下し 、 労働時間の経済損失が発

生する こ と が予測さ れま す。  

・  県自ら 率先し て夏の軽装（ ク ールビ

ズ） や省エネ活動に取り 組むほか、 緑

のカーテンの普及、 エコ ド ラ イ ブの推

進等、 県民のラ イ フ ス タ イ ルの改善に

取り 組みま す。  

  気候変動影響や適応策に関する 情報

収集・ 整理・ 分析を 行い、 県民、 事業

者等へ情報提供を行う と と も に、 気候

変動適応先進技術等の展示を行い、 気

候変動適応に関する 理解を 醸成し てい

き ま す。【 環境局】  

 

・  下水処理水・ 貯留雨水の利用促進や

下水熱の有効利用を 推進し て いき ま

す。【 建設局】  
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●愛知県における 主な適応策 

「 気候変動に関する 県民アンケート （ 2019 年 10 月～11 月実施）」 の結果におい

て、 多く の県民の方が日頃感じ ている と 回答し た気候変動影響に関する 具体的な適

応策について、 写真や図表を 用いてと り ま と めま し た。  

 

分野： 農業・ 林業・ 水産業 大項目： 農業 小項目： 水稲 

気候変動によ る 影響（ 気温の上昇）  

・ 高温によ る 品質低下（ 白未熟粒の発生等） や高温年での収量の減少、 一部の害

虫・ 病害の増加と いった影響が確認さ れていま す。  

適応策 

・ 高温耐性を持ち、猛暑の年でも 品質の良い米が生産でき る 新品種「 なつき ら り 」

を 開発し 、「 愛ひと つぶ」 と し てブラ ンド 化を 図り ま し た。 引き 続き 、 高温耐性品

種の開発や病害虫防除体系の確立にも 取り 組みま す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

白未熟粒 

高温耐性品種「 なつき ら り 」  

出典： 愛知県稲・ 麦・ 大豆生産振興計画 2020 
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分野： 農業・ 林業・ 水産業 大項目： 農業 小項目： 野菜（ 花き 含む）  

気候変動によ る 影響（ 気温の上昇）  

・ 近年は夏の暑さ が厳し く 、 産地では開花の遅れや切り 花品質の低下と いっ た影

響が報告さ れていま す。  

適応策 

・ 高温でも 開花が安定し 花や草姿も 美し いキク の新品種や、 高温時の生産性を向

上さ せる 栽培技術の開発に取り 組んでいま す。  

下葉枯れ 

黄斑点症状 

ス プレ ーあいち夏３ 号 

」  
頭上散水によ る キク の高温対策技術 

」  
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分野： 農業・ 林業・ 水産業 大項目： 農業 小項目： 果樹 

気候変動によ る 影響（ 気温の上昇）  

・ ブド ウ において、 高温によ る 着色不良や着色遅延、 果実の日焼けと いった影響

が報告さ れていま す。  

適応策 

・ 高圧細霧ノ ズル又は細霧散水チュ ーブを 設置し 、 着色始め～収穫直前の時期の

ブド ウ 果実に散水する こ と で、着色の向上や高温障害の低減効果が認めら れま し

た。  

・ こ の技術の概要を「 細霧散水によ る 露地栽培ブド ウ の夏季高温対策」 と し てマ

ニュ アルにし ま し た。  

ク イ ーンニーナの高温障害（ 日焼け）  

マニュ アルの作成  

平行整枝のブド ウ 樹での高圧細霧ノ ズル 

によ る 散水 

ブド ウ の産出額等（ 2020 年）  

①産出額 35 億円 

②産出額の全国順位 ８ 位 

③結果樹面積 432ha 

④主な生産地 

東浦町、 大府市、 東海市 

出典： よ く わかる 愛知の農業 2022 
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分野： 農業・ 林業・ 水産業 大項目： 水産業 小項目： 増養殖等 

気候変動によ る 影響（ 海水温の上昇）  

・ 近年、 海水温上昇によ り ノ リ 養殖の期間短縮や、 育苗期のノ リ 葉体の障害発生

や脱落と いっ た影響によ る 生産量の減少が確認さ れており 、さ ら なる 海水温上昇

によ る ノ リ 生産量の減少が懸念さ れていま す。  

 

 

適応策 

・ 水産試験場では、 高水温に適応し たノ リ 種苗の開発を進めており 、 平成 25 年

に新品種「 あゆち黒誉れ」 を開発し 、 普及を 図っ ていま す。 本品種は、 秋芽網生

産期における 高水温障害に強いこ と が特徴で、 色調が濃く 、 品質の良い乾ノ リ 製

品の生産が可能なこ と から 、 地球温暖化に対応し た品種と し て期待さ れていま

す。  

 

出典： 愛知県の水産業 

主な養殖地域 高水温の影響によ る ノ リ 葉体の障害 

高水温下で正常に生長し た「 あゆち黒誉れ」 の葉体 
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分野：  自然生態系 大項目： 陸域生態系 小項目： 野生鳥獣の影響 

気候変動によ る 影響（ 気温の上昇）  

・ 気温の上昇や山間部における 積雪期間の短縮によ る ニホンジカ等の野生鳥獣の

生息域拡大のおそれがあり ま す。  

・ ニホンジカ等の生息数拡大によ る 農林業や生態系への被害が増加し ていま す。 

・ 気温の上昇によ る 、 暖地性の野生生物の分布拡大、 及び寒冷地を好む野生生物

の分布縮小のおそれがあり ま す。  

・ 気温の上昇によ る 、 外来種の新たな侵入及び分布拡大のおそれがあり ま す。  

適応策 

・ 山間部に生息する ニホンジカ等、 農林業や生態系に影響を 及ぼす野生生物の捕

獲強化や狩猟を促進し ていま す。  

・ 野生鳥獣によ る 農林業や生態系被害防止対策を 実施し ていま す。  

・ 絶滅が危惧さ れる 野生生物の保護に取り 組んでいま す。  

・ 新たに侵入又は分布拡大し た外来種の防除を 実施し ていま す。  

希少種保護のための防護柵設置 外来種対策研修会の開催 

山間部に生息する ニホンジカの群れ 分布縮小のおそれのある ブナ林 
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分野：  自然災害・ 沿岸域 大項目： 河川 小項目： 洪水・ 内水( 1/2)  

気候変動によ る 影響（ 大雨の頻度の増加）  

・ 局地的豪雨・ 洪水によ る 災害の発生リ ス ク が増加し ていま す。  

・ 県内においても 過去に局地的豪雨によ る 湛水被害が発生し ていま す。  

 

適応策 

・ 農業用排水機場・ 用排水路・ ため池等の耐震対策や豪雨対策など を 推進し てい

ま す。 東海豪雨で大き な被害が発生し た岡崎市鹿乗地区（ 上記参照） では、 湛水

防除事業が完了し た2013年以降湛水被害は発生し ておら ず、 流域面積1, 371ｈ ａ

の湛水被害防止に寄与し ていま す。  

整備前（ 2 0 0 8 .8 ）  

排水機 
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みずから 守る プロ グラ ム（ 大雨行動訓練）  

分野：  自然災害・ 沿岸域 大項目： 河川 小項目： 洪水・ 内水( 2/2)  

気候変動によ る 影響（ 大雨の頻度の増加）  

・ 日本全国で時間雨量 50ｍｍを 超える 短時間降雨の発生件数が増加し ていま す。

（ 30 年間で約 1. 4 倍に増加）  

 

適応策 

・ 大規模な水害に対し 、 防災・ 減災を図る ため、 水防災協議会を 県内全域で設置

し 、 県や市町村など が一体と なり 、「 逃げ遅れゼロ 」「 社会経済被害の最小化」 を

目指し 、 水防災の取組を 推進し ていま す。  

１ 時間降水量 50mm以上の年間発生回数 

※棒グラ フ（ 青） は各年の年間発生回数を示す。  

 直線（ 赤） は長期変化傾向を 示す。  

※アメ ダス 地点数は、 1976 年当初は約 800 地点 

だが、 その後増加し 、 2016 年では約 1, 300 地点。  

そこ で、 年によ る 地点数の違いの影響を 除く ため 

に、 1, 000 地点あたり の発生回数に換算し 比較。  

※本資料は、 気象庁資料を 基に国土交通省が作成。  

日降水量 100mm以上の年間日数 

（ 全国 51 地点平均）  

※棒グラ フ （ 緑） は各年の年間日数を 示す。

太線（ 青） は５ 年移動平均値、 直線（ 赤）  

は長期変化傾向を 示す。 ※ 気象庁資料 

・ 日降水量 100ｍｍ以上の年間日数についても 、 増加傾向にあり ま す。  

河床掘削工事の実施（ 五条川）  
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全国[ ア メ ダ ス ] １ 時間降水量

50mm以上の年間発生回数 

分野：  自然災害・ 沿岸域 大項目： 山地 
小項目： 土石流・  

     地すべり 等 

気候変動によ る 影響（ 大雨の頻度の増加）  

・ 豪雨の発生回数の増加によ り 、 土砂災害が頻発、 激甚化し ていま す。  

適応策 

・ 土砂災害を 防止する ため、 土砂災害防止施設の整備を 推進し 、 土砂災害警戒区

域等の指定のための基礎調査の推進並びに市町村の警戒避難体制整備の支援な

ど 、 ソ フ ト ・ ハード 一体と なっ た土砂災害対策に取り 組んでいま す。  

出典： 国土交通省水管理国土保全局 

土砂災害警戒区域 

保育園 

砂防えん堤 

砂防えん堤 

人家と 保育園を保全する 砂防事業（ 豊川市）  

東海豪雨（ 2000 年） によ る  

土石流災害の発生（ 豊田市）  

土砂災害発生件数の推移（ S57～R１ ）  
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分野：  健康 大項目： 暑熱 小項目： 熱中症 

気候変動によ る 影響（ 気温の上昇）  

・ 気候変動の影響と は言い切れないも のの、 熱中症搬送者数の増加が全国各地で

報告さ れていま す。 本県では、 記録的な猛暑であった 2018 年の熱中症搬送者数

は、 例年を大き く 上回っ ていま す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

適応策 

・ web ページによ る 保健、 医療面での熱中症の注意喚起や熱中症によ る 救急搬送

状況の公表など 、 熱中症予防のための普及啓発を 実施し ていま す。  

・ 各学校等に配付し ている「 あいちの学校安全マニュ アル」 を引き 続き 教育委員

会保健体育課の web ページに掲載し 、熱中症事故防止に関する 注意喚起を実施し

ていま す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総務省消防庁、 気象庁資料を基に愛知県防災安全局消防保安課で作成 

あいちの学校安全マニュ アルの活用 熱中症予防ポス タ ーの掲示 
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熱中症（ 疑い含む） によ る 救急搬送者数と 猛暑日の推移

救急搬送者数 名古屋（ 猛暑日） 豊橋（ 猛暑日）

( 人)  ( 日)  
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台風 24 号の接近に伴う 降雨の状況（ 2018 年） 

分野：  産業・ 経済活動 大項目： エネルギー 小項目： エネルギー需給 

気候変動によ る 影響（ 大雨の頻度の増加・ 台風の大型化）  

・ 近年、 大雨・ 台風の影響によ る 大規模な停電が発生し ており 、 県民生活への影

響が生じ ていま す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

適応策 

・ 日照時間が長く 、 住宅用太陽光発電施設の設置件数が全国１ 位である 本県の特

色を活かし 、自然災害時における 自立的な電源の確保にも 資する 再生可能エネル

ギーの利用や V2H、 EV・ PHV・ FCVの導入を 促進し ていま す。  

 

 

太陽光発電施設等の設備補助 

出典： 名古屋地方気象台 

出典： 豊橋市防災危機管理課 

( ボウ サイ 通信2019年１ 月号） 

 

117, 600 戸（ ７ 割以上の世帯）  

市内小中高校： 77 校中 43 校 

校区・ 地区市民館： 71 館中 35 館 

水道施設( 加圧所) ： 8 施設中 4 施設 

市施設： 160 施設中 59 施設 

医療施設： 95 施設 

信号： 380 カ所 

豊橋市内における 停電の発生状況 

PHVと V2Hを活用し た家電機器へ

の電力供給 

写真提供： ト ヨ タ ホーム株式会社 
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分野：  産業・ 経済活動 大項目： 観光業 小項目： レ ジャ ー 

気候変動によ る 影響（ 大雨の頻度の増加・ 台風の大型化）  

・ 本県を 訪れる 外国人旅行者は新型コ ロ ナ感染症の影響によ り 近年は減少傾向に

あり ま すが、 台風、 洪水など の大規模災害の発生時において、 外国人旅行者のた

めの支援が不足する おそれがあり ま す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

適応策 

・ 本県公式観光ウ ェ ブサイ ト 「 Ai chi  Now」 や中部国際空港観光案内所において

災害情報など の情報を発信し ていま す。  

・ 緊急時の観光関連施設等における 通訳サービ ス と し て愛知県多言語コ ールセン

タ ーの活用を 促し ていま す。  

 

愛知県多言語コ ールセンタ ーの設置 

宿泊者数(人) 

観光庁「 宿泊旅行統計調査」 を 基に愛知県環境局地球温暖化対策課で作成 

1,091,240 

712,630 
944,640 

1,147,560 

1,489,680 

2,347,290 

2,393,190 

2,542,860 

2,850,230 

3,633,500 

660,140 

108,370 

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

年度 

愛知県の外国人延べ宿泊者数の推移 
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分野：  国民生活・ 都市生活 大項目： その他 
小項目： 暑熱によ る 生活へ

の影響等 

気候変動によ る 影響や適応策に関する 情報収集等（ 愛知県気候変動適応センタ ー）  

・ 本県においても 都市部の気温上昇は既に顕在化し ており 、 熱中症リ ス ク の増大

や快適性の損失など 都市生活に大き な影響を及ぼし ていま す。  

 ま た、 多く の県民が「 気候変動への関心」 はある も のの、「 気候変動への適応」

と いう 言葉の認知度は約４ 割にと ど ま っ ており 、 今後の課題と なっていま す。  

適応策 

・ 愛知県環境調査センタ ー内の愛知県気候変動適応センタ ーにおいて、 気候変動

影響への適応を促進・ 支援する 様々な取組を行っ ていま す。  

 

 

 

 

 

 

 

・ ま た、 気候変動影響や適応策に関する 情報収集・ 整理・ 分析を 行う と と も に、

県民、 事業者等へ情報提供を 実施し ていま す。  

○ 情報誌「 愛知県気候変動適応センタ ーだよ り 」 の発行 

気候変動影響や適応策等についてま と めた刊行物を 2019 年３ 月から こ

れま で 45 回（ 2022 年 11 月現在） 発行し ていま す。  

気候変動適応への行動につなげても ら える よ う 、 収集・ 整理し た情報か

ら 、 身近な季節の話題を分かり やすく 発信し ていま す。 こ れま でに、 猛暑

日や熱帯夜の日数の変化、 気象庁の熱中症アラ ート 運用や線状降水帯の予

測開始、 大雨時の避難情報の活用など 、 県民の皆様にお知ら せし たい有用

な内容を 提供し ていま す。  

気候変動に関する 県民アンケート 調査結果（ 抜粋） 
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○ 気候変動適応セミ ナー、 ワ ーク ショ ッ プ等の実施 

  気候変動適応に関心のある 県民、 事業者又は県内自治体を 対象に、 最新の

気候変動影響及び適応に関する 情報を 提供する セミ ナーや適応策を 検討する

ワ ーク セッ ショ ン等を実施し 、 県民生活、 事業活動又は自治体行政における

気候変動影響への適応を 促進・ 支援し ていま す。  

2022 年 7 月号 

（ 熱中症ア ラ ート

の運用等）  

県民を対象と し たワ ーク ショ ッ プ 

過去の 気候変動

適応だよ り  
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        事業者対象のセミ ナー       自治体対象の気候変動影響・ 適応研究会 

 

○ イ ベント ブース 出展によ る 普及・ 啓発 

県民、 事業者等によ る 気候変動影響への適応を 促すため、 環境調査セン

タ ー内に影響や適応に関する 常設展示を する と と も に、環境等のイ ベント に

ブース 出展し 、 様々な機会を捉えて、 影響や適応への理解及び関心を 高める

活動を 行っ ていま す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

環境調査センタ ー（ 常設展示）  三河湾大感謝祭（ 出展）  

AI CHI  SDGs EXPO（ 出展）  アク ショ ン油ヶ 淵（ 出展）  
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  ６  適応策の推進体制等 

 

⑴各主体の役割 

  適応策の推進には、 県、 県民、 事業者、 市町村等がそれぞれの役割を担いな

がら 、 相互に密接に連携し て取り 組むこ と によ り 、 相乗的な効果が期待さ れて

いま す。  
 

ア 県の役割 

   国の気候変動適応計画を踏ま え、 地域気候変動適応計画を 策定し 、 地域の

特性に応じ た適応策を 推進する と と も に、 愛知県気候変動適応センタ ーを 核

と し た、 県民、 事業者、 市町村等への気候変動に関する 情報を 積極的に発信

し ていき ま す。  

イ  県民の役割 

   県民一人ひと り が、 気候変動適応の重要性に対する 関心と 理解を深め、 適

切な行動を 取る こ と が重要であり 、 県及び市町村が提供する 情報を 活用し つ

つ、 自ら の気候変動適応行動を実施する こ と が期待さ れま す。  

 ウ  事業者の役割 

    自ら の事業活動を円滑に実施する ため、 その事業活動の内容に即し た適応

策を 推進する よ う 努める と と も に、 国、 県、 市町村の適応策に協力する こ と

が期待さ れま す。  

エ 市町村の役割 

    住民に最も 身近な地方公共団体と し て、 地域の特性に応じ た適応策を 推進

する と と も に、 住民、 事業者等への気候変動に関する 情報を 積極的に発信し

ていく こ と が期待さ れま す。  
 
⑵庁内の体制 

気候変動の影響は多岐にわたり 、 その影響に対する 脆弱性についても 様々で

ある こ と から 、 県の関係局が連携し 、 総合的かつ計画的に推進し ていく こ と が

必要です。  

ア 「 愛知県地球温暖化対策推進庁内会議」 において、 気候変動の影響等につ

いて情報共有を 図る と と も に、 関係局と 連携・ 調整し 、 進捗状況等を踏ま え

て適応策を 推進し ま す。  

イ  愛知県環境調査センタ ーを 気候変動適応法第 13 条第 1 項の規定に基づく

地域気候変動適応センタ ーに位置づけ、「 愛知県気候変動適応センタ ー」 と し

て、 同センタ ーが県内の気候変動の影響や適応に関する 情報の収集・ 整理・

分析等を実施し 、 県民、 事業者、 市町村等へ情報提供を 行い各主体の適応へ

の取組を一層促進する 拠点と し ての機能を担っ ていき ま す。  

  愛知県気候変動適応センタ ーにおける 具体的な取組内容は、P39～P41 に示

し ていま す。  
 

⑶計画期間及び進捗管理 

計画期間は、「 あいち地球温暖化防止戦略 2030（ 改定版）」 と 同じ 2030 年度

ま でと し 、 毎年度、 本県の気候変動影響の状況や各局における 適応策の実施状

況を把握し ていき ま す。  

ま た、 新たな国の影響評価報告書の結果や各局の専門家の判断、 気候変動に

関する 有識者から の意見の聴取等によ り 気候変動影響評価の妥当性を 高める

と と も に、 国の気候変動適応計画の改定等を 踏ま え、 適宜計画を 見直し ていき

ま す。  
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⑷取組指標（ KPI ）  

 適応策の施策体系を 踏ま えて、 計画の進捗評価を 行う ため、 次のと おり 取組指

標（ KPI ） 及び目標値を 定めま す。 取組目標は、 現況値を 適宜把握し 、 進捗管理し

ていき ま す。  

 

KPI  現状値 目標値 備考 

地球温暖化等の生産

環 境 に 対 応 す る 農

業・ 水産技術の開発 

－ 
15 技術 

（ 2025 年度）  

愛知県農林水産業の

試 験 研 究 基 本 計 画

2025（ 2020 年 12 月）  

農山村地域の 防災･

減災面積 
－ 

５ 年間で

6, 500ha 
（ 2025 年度）  

食 と 緑 の 基 本 計 画

2025（ 2020 年 12 月）  

河川の整備率 
16. 9％ 

（ 2020 年度）  

18. 7% 
（ 2025 年度）  

あ い ち 社会資本整備

方針 2025（ 2020 年 12

月）  

河川海岸堤防の耐震

化率 
67. 8％ 

（ 2020 年度）  
75. 2% 

（ 2025 年度）  

要配慮者利用施設及

び避難所を 保全する

施設整備率 

22% 
（ 2020 年度）  

26% 
（ 2025 年度）  

野生生物の絶滅回避 

県内の絶滅種数 

動物 32 種 

植物 50 種 

県 内 野 生 絶 滅

種 の 新 規 発 生

ゼロ  

あ い ち 生物多様性戦

略 2030（ 2021 年 2 月） 

ニホンジカ捕獲数 
6, 291 頭 

（ 2021 年度）  

毎年 6, 000 頭以

上（ 2026 年度） 

第二種特定鳥獣管理

計画（ ニ ホ ン ジ カ 管

理）（ 2022 年 3 月）  

「 気候変動」 と いう

言葉の認知度 
71. 9％ 

（ 2019 年度）  

90％ 
（ 2030 年度）  

－ 
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≪愛知県気候変動適応センタ ーについて≫ 

 

【 設 置 日】 2019 年３ 月 22 日 

【 設置場所】 愛知県環境調査センタ ー企画情報部内 

（ 名古屋市北区辻町字流７ 番６ ）  

【 業務内容】  

○ 県内の気候変動の影響や適応に関する 情報の収集・  

   整理・ 分析 

○ 事業者や県民等への情報提供 

○ 市町村等に対する 適応策を 推進する ために必要な 

   技術的助言 

○ 国立環境研究所気候変動適応センタ ー（ 気候変動 

適応に関する 業務や研究を 行う 国の拠点） と の情報 

共有 

【 Web ページ】  

ht t ps: //www. pref . ai chi . j p/soshi ki /kankyo-c/t eki ou. html  

 

 

 

  

大村知事によ る 看板設置 

図 愛知県気候変動適応センタ ーの役割 

https://www.pref.aichi.jp/soshiki/kankyo-c/tekiou.html
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参考資料 

 

１  国における 重大性・ 緊急性・ 確信度の考え方 

国における 重大性・ 緊急性・ 確信度の考え方については、「 気候変動影響評価報

告書」（ 2020 年 12 月、 環境省） において、 以下のと おり 取り ま と めら れている 。 

 

( 1) 重大性の評価の考え方 

  ・  重大性の評価では、I PCC第５ 次評価報告書の主要なリ ス ク の特定において

基準と し て用いら れている 、以下の「 I PCC第５ 次評価報告書における 主要な

リ ス ク の特定の基準」 に掲げる 要素のう ち、 緊急性と し て評価を 行う 「 影響

のタ イ ミ ング」、適応・ 緩和など の対応策の観点が加わる「 適応ある いは緩和

を通じ たリ ス ク 低減の可能性」 を 除く ４ つの要素を 切り 口と し て、英国 CCRA

の考え方も 参考に、「 社会」「 経済」「 環境」 の３ つの観点から 評価を 行う 。  

・  評価に当たっては、 研究論文等の内容を 踏ま える など 科学に基づいて行う

こ と を 原則と し つつ、 次表で示し た評価の考え方に基づき 、 専門家判断（ エ

キス パート ・ ジャ ッ ジ） によ り 、「 特に大き い」 ま たは「『 特に大き い』 と は

言えない」 の評価を行う 。  

・  ま た、 現状では評価が困難なケース は「 現状では評価でき ない」 と する 。 

・  なお、「 適応ある いは緩和を 通じ たリ ス ク 低減の可能性」 について、緩和を

通じ たリ ス ク 低減の可能性は、 取り ま と めた影響ごと に評価する こ と は困難

である こ と から 検討を 行わないが、 適応を 通じ たリ ス ク 低減の可能性につい

ては、 参考情報と し て必要に応じ て記述する 。  

 

○ I PCC第５ 次評価報告書における 主要なリ ス ク の特定の基準 

・ 影響の程度（ magni t ude）  

・ 可能性（ probabi l i t y）  

・ 不可逆性（ i r rever si bi l i t y）  

・ 影響のタ イ ミ ング（ t i mi ng）  

・ 持続的な脆弱性ま たは曝露（ persi st ent  vul ner abi l i t y or  exposur e） 

・ 適応ある いは緩和を 通じ たリ ス ク 低減の可能性（ l i mi t ed pot ent i al  t o 

r educe r i sks t hr ough adapt at i on or  mi t i gat i on. ）  
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表 重大性の評価の考え方 
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( 2) 緊急性の評価の考え方 

  ・  緊急性に相当する 要素と し て、 I PCC第５ 次評価報告書では「 影響の発現時

期」 に、 英国 CCRAでは「 適応の着手・ 重要な意思決定が必要な時期」 に着目

をし ている 。こ れら は異なる 概念である が、こ こ では、双方の観点を 加味し 、

ど ちら か緊急性が高いほう を 採用する こ と と する 。 なお、 適応には長期的・

継続的に対策を 実施すべき も のも ある ため、「 適応の着手・ 重要な意思決定が

必要な時期」 の観点においては、 対策に要する 時間を 考慮する 必要がある 。 

・  ま た、 現状では評価が困難なケース は「 現状では評価でき ない」 と する 。 

 

 

表 緊急性の評価の考え方 

 
 

 

 

 

( 3) 確信度の評価の考え方 

  ・  確信度の評価は、 I PCC 第５ 次評価報告書では基本的に以下に示すよ う な

「 証拠の種類、 量、 質、 整合性」 と 「 見解の一致度」 に基づき 行われ、「 非常

に高い」「 高い」「 中程度」「 低い」「 非常に低い」 の５ つの用語を用いて表現

さ れる 。  

証拠の種類： 現在ま での観測・ 観察、 モデル、 実験、 古気候から の類推な

ど の種類 

証拠の量： 研究・ 報告の数 

証拠の質： 研究・ 報告の質的内容（ 合理的な推定がなさ れている かなど ） 

証拠の整合性： 研究・ 報告の整合性（ 科学的なメ カニズム等の整合性など ）  

見解の一致度： 研究・ 報告間の見解の一致度 

 

図 証拠と 見解の一致度の表現と その確信度と の関係 
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・  こ こ では、 I PCC 第５ 次評価報告書と 同様「 証拠の種類、 量、 質、 整合性」

及び「 見解の一致度」 の２ つの観点を 用いる 。「 証拠の種類、量、質、整合性」

については、 総合的に判断する こ と と なる が、 日本国内では、 将来影響予測

に関する 研究・ 報告の量そのも のが I PCC における 検討に比し て少ないと 考

えら れる ため、 一つの考え方・ 物差し と し ては、 定量的な分析の研究・ 報告

事例がある かど う かと いう 点が判断の材料になり う る 。   

・  評価の段階と し て、 十分な文献量を 確保でき ない可能性がある こ と から 、

「 高い」「 中程度」「 低い」 の３ 段階の評価と する 。  

・  なお、 確信度の評価の際には、 前提と し ている 気候予測モデルから 得ら れ

た降水量など の予測結果の確から し さ も 踏ま える 。  

・  ま た、 現状では評価が困難なケース は「 現状では評価でき ない」 と する 。 

 

 

表 確信度の評価の考え方 
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２  気候変動に関する 県民アンケート 結果 

  愛知県気候変動適応センタ ーが、2019 年度に実施し た気候変動に関する 県民ア

ンケート の主な結果は、 以下のと おり です。  
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出典： 令和元年度国民参加によ る 気候変動情報収集・ 分析委託業務報告書 

    （ 令和２ 年３ 月愛知県）  

 

 


